
第三国定住による難民の受入れ事業の対象の拡大等に係る検討会（第７回） 

議事概要 

日時：平成 31年４月 19日（金）10:00～11:00 

場所：中央合同庁舎第８号館４階 416会議室 

出席者：別紙のとおり 

 

１．議事 

議論（検討会取りまとめ案について） 

 

２．配布資料 

 なし 

 

３．議事内容 

〇本検討会の取りまとめ案について、項目ごとに事務局から説明がなされ、続いて有識

者・オブザーバーから発言があった 

【受入れ対象について】 

（事務局）大きな方針として出身国・地域による制限をなくす場合、１回の受入れについ

ての対象国を限定しただけでは、その国に滞在するあらゆる使用言語の難民を受け入れ

ることにもなってしまうため、定住支援での使用言語を２言語程度に絞るため、使用言

語等の要件を設ける必要があると思われるが、いかがか 

・難民の言語等の属性に鑑みて、受入れ対象を定めるということが理解しやすい文面に

すべき 

【単身者の受入れについて】 

（事務局）有識者からの意見を踏まえつつ、「同じ民俗的・文化的背景等を持つ人々を同一

の定住先に複数人まとめて繰り返し受け入れるなど」の配慮を付して記載した 

・（特段発言なし） 

【家族呼び寄せについて） 

（事務局）本検討会における議論を踏まえて修正した 

・経済的な面だけではなく、家族として助け合って暮らしていくという意味も含めて相

互扶助を要件としているところ、経済的な自立だけが求められているように受け止めら

れないようにするべき 

【関係者間のネットワークの構築について】 

（事務局）本検討会における議論を踏まえて修正した 

 ・他国のプラクティスについて、互いの強み、弱み、実効性や限界について学びあえる

場は、学術研究の世界では非常に多い。実務においても、互いに助け合い、より多くの

アジアの国が第三国定住事業に参画するなどの効果も期待される 

〇事務局から、本日の議論までにまとまった内容について、必要な調整を個別に行った上

で、取りまとめに反映し、次回正式な取りまとめを行う旨説明があった 



以上 
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